
年 年

□義務的事業 ■任意的事業

□直営 ■一部委託 □全部委託 □補助等
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公営企業
16,000

投資及び出資金 貸付金 繰出金 投資的経費物件費 維持補修 補助費等 積立金
性質別内訳
人件費 扶助費 公債費

受益者負担率 0 0 0 0

24,030 18,805
計
年間経費 18,431 37,630

単価 8,000 8,000 8,000 8,000

1,8 1,4内
訳
人工 2 2

11,200人件費 16,000 16,000 14,400

7,605一般財源 2,431 20,730 9,630

その他

受益者負担分(使用料等)

市債

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 900

H21年度計画額 H22年度計画額 前期4年間計

事業費（千円） 2,431 21,630 9,630 7,605

H17年度決算 H18年度決算 H19年度最終予算H20年度当初予算

都市計画法、住民協議推進条例、同条例施行規則 × ×

事業運営方法

事業の性格分類 実施根拠（法令、条例等） 新市建設計画事業 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ提案事業

　住民の申し出により認定した土地利用協議会に対し、認定した翌日から起算して5年を限度としてまちづくりの支援を行う。
　具体的には、活動経費の助成、地域の現状把握のための地区カルテの作成、専門家派遣による情報提供や学習会開催などにより、土地利
用協議会のまちづくり活動を支援する。
《まちづくり手法》
　市街化区域における地区計画指定や市街化調整区域における開発条例区域の指定など

活動内容

　平成12年の都市計画法改正による開発許可制度の見直しや地域の抱える様々な問題に対処するため
に、地域特性に応じたきめ細かな対応が必要となってきたため、市では平成16年4月に土地利用に関する３
つの条例を制定した。
　この条例に基づき市が認定した土地利用協議会における、特定の用途の制限や緩和など地域特性にあっ
た柔軟な土地利用を実現させるためのまちづくり活動を支援し、地区住民が満足する“環境と共生した快適
で住みよいまち”の実現を目指す。

平成 16

目的 （対象、意図、求められる結果） 開始年度 終了予定年度

事業概要

土地利用協議会活動支援事業 部局

事業名 戦略性

36 26 06 41
土地政策費

（旧科目コード） 36 26 06 32

事項

目の名称 科目コード 36 26 06 21

施策・事務事業

開発と保全が調和する土地利用
計画コード

款 項 目

政策名（上位目的） 分野 部 課

所属名 土地政策課 作成者 野中健次

事業番号４１
【平成19年度】

課コード 002103 作成日 平成20年3月31日



A 高い

B

C

D 低い

A 高い

B

C

D 低い

A 非常に有効

B やや有効

C あまり有効でない

D 有効でない

A 単位当たり経費が前年比マイナス

B 単位当たり経費が前年とほぼ同じ

C 単位当たり経費が前年比プラス

D 評価できない

□拡大・充実

□現状のまま継続

□縮小

□廃止

　合併による旧浜松市以外の市街化調整区域の実態を把握するとともに、今までの条例システム上の課題を整理し、より実情に即した内容と
なるよう３条例の見直しを行うことで、住民協議によるまちづくりの推進を図っていく。

《問題意識》　事業開始からまだ４年を経過しただけであり、まちづくり手法決定地区実績も少なく、決定後の運用評価をするのに時間がかかる
が、運用段階での住民意向調査実施などによるまちづくりの検証が必要である。

《想定結果》　⑤市の実施が適当だが改善を要するもの

〔備考〕事業に対する市民・市民活動団体・事業者・議会からの指摘

市街化調整区域でのまちづくりの推進について、開発許可基準の見直し緩和や農政サイドとの連携・調整の強化が必要。

現状
住民に土地利用の3条例の周知を図る中で、住民の意向に沿って土地利用協
議会の設立及び活動を支援し、申出に基づいてまちづくりの推進を図っていく
必要がある。

　　具体的な改善内容・事業の方向性等

土地利用協議会の規模や住民主体によるまちづくり内容の進捗度合が地
区ごとに異なるため。

今後の事業展開

規模 （分析・理由）

Ａ
市民主体によるまちづくりについてのＰＲと活動を支援することにより、市民
協働によるまちづくりの意識高揚を図り、新たなまちづくり制度の提供がで
きる。

事
後
評
価

有効性 （分析・理由）

Ａ
特に地区計画手法活用による市街化区域内住宅系地域でのまちづくりの
推進が４地区で図られ、住民主体でのまちづくりを推進する上で有効であっ
た。

効率性 （分析・理由）

Ｄ

　　過年度の実施内容

　平成16年4月に土地利用の3条例（住民協議推進条例、地区計画手続き条例、開発区域指定条例）を施行し、住民協議のまちづくりを始め
た。
　平成16年度に3箇所、平成17年度に3箇所、平成18年度に1箇所、の土地利用協議会が組織され、平成17年度に1箇所、平成18年度に2箇所
において地区計画の都市計画決定が行われ、地域の特性を活かした住民主体のまちづくりが進んでいる。

事
前
評
価

必要性 （分析・理由）

Ａ
地域の特性や良さを活かすために住民主体のまちづくりを進める必要があ
る。

行政関与の妥当性 （分析・理由）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

定性評価

単位当たり経費変動率 ％ #DIV/0!

18,805

単位当たり経費 千円/単位 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 37,630 24,030

目標 ％

実績 ％

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

指標２ 単位 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

単位当たり経費変動率 ％ 42.6%

18,805

単位当たり経費 千円/単位 9,408 4,005 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 37,630 24,030

5

実績 箇所 4 6

H20年度 H21年度 H22年度

土地利用協議会の活動支援数(支援地
区数)

目標 箇所 5 5 5 5

指標１ 単位 H18年度 H19年度

定量評価


